






















































































































































































































































































































































































































2年コース 300 303 303 307 314 319 301 280
3年コース 8 7 8 8 8
? ? ?
4年コース 30 33 45 48
? ? ? ?
総数 383 389 402 409 423 434 422 396
※介護福祉士養成施設協会名簿より作成
　養成課程のカリキュラムでは、草創期には
「1，500時間カリキュラム（平成元年～平成11年）」
でスタートし、社会福祉構造改革期では介護保険
制度導入を視野に入れ、「1，650時間カリキュラム
（平成12年～平成20年）」に改正され、「老人福祉
論（30時間→60時間）」・「医学一般（60時間→90
時間）」・「介護技術（120時間→150時間）」・「介護
実習指導（60時間→90時間）」・「障害形態別介護
技術演習（120時間→150時間）」が30時間増え、
全体で150時間の増加となった。
　2007（平成19）年の法改正では、これまでのカ
リキュラムを大幅に改正し、「人間と社会」・「介
護i」・「こころとからだのしくみ」の3領域に統合
再編された。この改正は、草創期以降介護ニーズ
の変化を踏まえ、介護実践に資する教育内容に強
化・充実することを目的としている。
　一方、養成施設は専門学校・短期大学・四年制
大学内で設置されているが、介護教員要件につい
ては実務経験5年に加え、介護教員研修会受講者
とされている。よって養成施設の設置種別によっ
て、教員の採用条件が異なり、介護教員になるた
めには個々の学歴・研究業績といった、キャリア
に左右される現状である。
IV－3．介護福祉専門職の専門化～定義規定の変遷～
　「福祉士法」制定時の介護福祉士の「介護の定義」
は、「入浴、排せつ、食事その他の介護」であった。
その後2007（平成19）年の法改正では、「心身の
状況に応じた介護」に定義が見直された。この定
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　　　義の見直しの背景は、これまでの画一的な
　　　介護から、個別ケアを重視したニーズが高
　　　まったことが挙げられる。義務規定につい
　　　ても、「個人の尊厳の保持、自立支援、認
　　　知症等の心身の状況に応じた介護」が加え
　　　られ、今後の介護福祉専門職の方向性とし
　　　て「求められる介護福祉士像（18）」が示され
　　　た。
　2011（平成23）年6月、「介護サービスの基盤
強化のための介護保険法等の一部を改正する法
律」が成立する。この改正では、実務経験ルート
国家試験受験者には「実務研修」の受講が義務づ
けられる。また、これまでの懸案であった「疾の
吸引問題」について、一定の研修を受けた介護職
員らが疾の吸引を行えるようになる。このことに
よって、「介護福祉士は、保健師助産師看護師法
の規定にかかわらず、診療の補助として喀疾吸引
等を行うことを業とすることができるものとする
（第48条の第1項関係）」となった。これまでは、
例外として一定の条件下（本人の文書による同意、
適切な医学的管理等）で実施を容認されてきたが、
在宅介護においてやむを得ない行為として議論が
進められてきた。この改正は、今後の介護行為の
あり方を大きく視座することになると推測する。
しかし、介護現場のニーズから疾の吸引行為が解
禁されることと、介護福祉専門職の専門性とは別
のことであり、介護現場における医療行為につい
ては、今後そのあり方について検証する大きな課
題が残されている。
IV－4．介護福祉専門職の専門化
　　　～介護福祉研究と展開～
社会福祉専門職研究として、古くはA．フレック
スナー（Abraham　Flexner）（1915）の「専門職の
7規準」、E．グリーンウッド（Ernest　Greenwood）
（1957）の専門職の属性」を示してきた。我が国
の専門職研究では、石村（1969）の「プロフェッ
ション」をはじめ、秋山（2007）が社会福祉専門
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職研究として専門職性の概念について、「専門
性」・「専門職性」・「専門職制度」の三つの概念を
比較検討し、社会福祉専門職種の成熟度を高める
ためは待遇・労働条件の改善・自立性を高めるこ
との重要性を指摘している（19，20）。
　一方で介護福祉専門職研究の代表的な学術
組織として、日本介護福祉学会（The　Japanese
Association　of　Research　on　Careand　Welfare）は、
介護福祉に関する研究により社会の福祉に寄与す
ることを目的として1993（平成5）年に設立され
る。以降、介護福祉を学問的体系に構築するため
に研究が展開されてきた。我が国の代表的な社会
福祉学研究者である一番ケ瀬（1998）は、介護と
は人権保障の総仕上げであると指摘し、理論と実
践の往復で向上を目指すべきと示している⑳。ま
た井上（2010）は介護福祉学の構築には、介護の
固有性、技術の科学性を明らかにし、実践を通し
て妥当性・正当性を導き出していく実証研究の重
要性を強調しているe2）。これまで開催された、過
去20回の日本介護福祉学会大会テーマ・講演シン
ポジウム内容を分析すると、1990年代では介護を
理論化することに焦点化されてきたことが明らか
である。2000年度以降では介護保険制度が導入さ
れ、介護行為をサービスと位置づけられる。
　近年では介護の理論と現場における実践の乖離
が指摘され、いかにエビデンスに基づいた介護
サービスが必要であるか議論が展開されている。
V．介護福祉専門職の課題　～現代介護の視座～
　本稿の総括として、今後の介護福祉専門職の課
題について整理する。これまで介護行為と資格制
度の成立と変遷について概観し、加えて養成教育
機関の現状や「疾の吸引問題」といった現代的諸
問題について提示した。要旨で示したように超高
齢社会を迎えた今日、どこでも適切かつ有効な介
護サービスが受けられ、満足で幸福感の溢れた生
活を実現することが国民の最大関心事となってい
る。
　今後の現代介護の視座を示す視点として、介護
福祉専門職の課題と方向性について、これまで本
稿で示した視点から、以下の3点に整理する。
（1）介護教員養成課程の構築
　上述したように資格取得ルートは多岐にわたっ
ている。養成施設は、専門学校・短期大学・四年
制大学に分類される。短期大学・四年制大学では
文部科学省管轄であり、厚生労働省教員規定に加
えハードルが高くなる。これまでは個々による
キャリア構築に委ねられてきた。介護福祉士が、
次世代の介護福祉専門職養成の中心を担うために
は、高等教育機関である四年制大学で教育が教授
できる介護福祉士の養成が必要であり、その介護
福祉士教員養成課程の構築が必要である。現場経
験に加え、教育課程・研究手法を学んだ、介護福
祉士の誕生が望まれる。
　教育課程の構築は、介護福祉士の資質・教育・
キャリアデザインにつながり、介護サービスの向
上にも大きな影響をあたえるものと推察する。
（2）介護福祉研究と介護福祉学の確立
　一専門職が社会的認知を得るためには、専門領
域を学問体系に理論構築する必要性がある。その
最たるものが研究領域や学位であるが、文部科学
省科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」
によれば「介護福祉」は単独ではなく「保健・医
療・介護福祉」として分類されている。また独立
行政法人大学評価・学位授与機構が実施した、平
成21年度「学位に付記する専攻分野の名称に関す
る調査の概要」では「介護i福祉」を専攻分野とし
た学位（博士及び修士）は存在していない。
　介護福祉専門職が専門職として成熟度を高める
ためには、今後、介護福祉学が学術的に構築され、
他の学術分野と同等に位置付けられることが研究
領域としての大きな課題となる（表2参照）。
　　　　　　　　　現代介護への視座
～介護行為の変遷と介護i福祉専門職の専門化に関する一考察～
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表2．科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」抜粋
?
人
????
分野 細目名 キーワード（記号）
社　　社会福祉学
?
?
?
（A）社会福祉原論・社会福祉理論
（B）社会福祉思想・社会福祉史
　　　　　（中略）
（K）保健・医療・介護福祉
　　　　　（中略）
※平成19年科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」改正版を加工
（3）介護ニーズと制度政策
　　　～制度政策・介護福祉研究・教育と介護現場の融合～
　介護行為は、その時代と共にその様相を変えて
続けられてきた。家族介護から社会保険に移り変
わり、介護福祉士養成課程も、その社会的ニーズ
に対応する為に養成カリキュラムを2回改正して
きた。
　「疾の吸引問題」も同様に、介護現場からの要
請で議論が進み解禁に至った。資格制度では、
現場職員の離職離れを背景に、講習負担を軽
減する為に600時間研修から450時間研修に時
間が短縮された。介護現場からのニーズ重視、
高い離職率の対応等、厚生労働行政は、緊迫
な介護政策・制度が前面に押し出され、これ
まで積み重ねてきた介護の理論化と養成のあ
り方については置き去りにされた感は否め
ず、結果として介護現場・厚生労働行政と教
育・養成機関（介護福祉教育）とは乖離があ
ると言わざるを得ない。一方、厚生労働省が
2010（平成22）年6月、発表した「厚生労働
分野における新成長戦略」で指摘されている
ように、人口減少社会における高齢者人口の増加、
労働人口の低下による介護i現場の一層の人材不足
の懸念、賃金等の待遇問題等、中長期的な対策が
必要性である。秋山（2007）は我が国の社会福祉専
門職は、自らの重要な課題を論議される様子を注
視し、意見を述べる重要性を説いている閻。
　以上のことから、現代介護の視座として、厚生
労働行政（介護福祉制度・政策）・学会（介護福
祉研究）・教育・養成機関（介護i福祉教育）・
職能団体（介護現場）の融合が今後の最大
の課題であると指摘したい。その前提条件
として、①学会（介護福祉研究）及び教育・
養成機関（介護福祉教育）の協働による、
これまでの介護福祉士養成課程改正の教育
評価の検証、②厚生労働行政及び職能団体
（介護現場）の協働による、多岐にわたる
介護福祉士の就労状況を含めた現状把握と
評価2‘）、この2点が重要であろう。この検証に基
づき、四者における連携・協働を踏まえ、長期的
な介護福祉専門職の展望を見据えた方向性を議論
し、介護福祉専門職をはじめ介護サービス利用者
（国民）に示すことが急務ではないか。具体的な
条件等は今後の研究課題としたい。必ずやこれま
での諸課題を打開し、満足で幸福感の溢れた生活
の実現に繋がることを期待したい。
　　　　社会保障
厚生労働行政げ「護福祉制度・政策）
　　　5
図2．制度政策・介護福祉研究・教育
　　　　　　　　　　　　・介護現場の連携イメージ
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トを経た介護福祉士が存在する。これまでの「養成
施設ルート」では「1，500時間カリキュラム」と「1，650
時間カリキュラム」と「1，800時間カリキュラム」の
3体系がある。さらに「1～4年課程」に分類すると、
「養成施設ルート」では12ルートの介護福祉士が存在。
また「実務経験ルート」の国家試験出題基準では2
体系（「1，500時間カリキュラム」と「1，650時間カリキュ
ラム」）を含めると14ルートの介護福祉士が存在する。
さらに新制度における国家試験が実施されると、新
たに「養成施設ルート」では4ルート、「実務経験ルー
ト」では7ルートの介護福祉士が誕生することにな
る。
